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2021年の貿易は、輸出入とも過去最高を記録した。欧州向けが回復したことで輸出は前年比
13.6％増、輸入もエネルギー価格の高騰などにより18.2％増だった。貿易黒字額は縮小し、
2009年以降で最少となった。対内直接投資は、既存の生産・物流施設を拡張する動きが多かっ
た。また、欧州が進めるグリーン政策の流れに乗って、EV用バッテリー関連での投資が引き続
き活発だった。日本からの投資も自動車関連が目立った。

■輸出入ともに過去最高を記録
2021年の貿易は、輸出が

前年比13.6％増の1,193億900

万ユーロ、輸入は18.2％増

の1,174億1,300万ユーロとな

り、ともにデータが公開さ

れている2001年以来最高を

記録した。貿易収支は18億

9,600万ユーロの黒字だが、

輸出より輸入の増加幅が大

きかったため、黒字額は前年から37億2,200万ユー

ロ減少し、リーマンショックの影響を受けた2009

年以降で最少となった。

輸出を品目別にみると、主力産業である自動車

関連が欧州市場の復調に合わせて回復、道路走行

車両（構成比15.4％）が前年比7.9％増となった。

電気・電子機器（14.9％）の18.0％増、通信・録

音機器（8.7％）の8.4％増、プラスチック（2.1％）

の64.8％増が輸出の伸びに貢献した。

輸出を国・地域別にみると、全体の 8 割弱を占

めるEU（構成比76.6％）が前年比12.7％増だった。

中でも、主要な大手自動車メーカーの組み立て工

場をハンガリーに有するドイツ（26.8％）が9.1％

増だった。主要品目の道路走行車両（21.5％）が

ハンガリー

表 1　ハンガリーの主要品目別輸出入
（単位：100万ユーロ、％）

輸出（FOB） 輸入（CIF）
2020年 2021年 2020年 2021年
金額 金額 構成比 伸び率 金額 金額 構成比 伸び率

道路走行車両 17,060 18,411 15.4 7.9 電気・電子機器 14,827 17,175 14.6 15.8
電気・電子機器 15,019 17,721 14.9 18.0 道路走行車両 9,280 10,290 8.8 10.9
通信・録音機器 9,604 10,411 8.7 8.4 通信・録音機器 6,525 7,505 6.4 15.0
発電機器 7,350 7,633 6.4 3.9 一般機器 5,478 6,143 5.2 12.1
医薬品 6,269 6,130 5.1 △ 2.2 医薬品 5,428 4,960 4.2 △ 8.6
一般機器 4,535 5,015 4.2 10.6 発電機器 4,164 4,496 3.8 8.0
事務用機器・コンピューター 4,182 4,175 3.5 △ 0.2 石油製品 2,812 4,320 3.7 53.6
雑製品 2,809 3,345 2.8 19.1 金属製品 3,384 4,069 3.5 20.3
科学・制御機器 2,691 2,967 2.5 10.3 雑製品 3,220 3,736 3.2 16.0
金属製品 2,283 2,748 2.3 20.4 事務用機器・コンピューター 3,529 3,684 3.1 4.4
合計（その他含む） 104,986 119,309 100.0 13.6 合計（その他含む） 99,368 117,413 100.0 18.2

〔注〕EU 域外貿易は通関ベース、EU 域内貿易は各企業のインボイス報告などに基づく。
〔出所〕ハンガリー中央統計局

表 ２　ハンガリーの主要国・地域別輸出入
（単位：100万ユーロ、％）

輸出（FOB) 輸入（CIF）
2020年 2021年 2020年 2021年
金額 金額 構成比 伸び率 金額 金額 構成比 伸び率

EU 81,066 91,378 76.6 12.7 70,119 84,217 71.7 20.1 
ユーロ園 62,014 69,085 57.9 11.4 54,120 64,735 55.1 19.6 

ドイツ 29,254 31,919 26.8 9.1 24,373 27,934 23.8 14.6 
イタリア 5,507 6,990 5.9 26.9 4,094 5,238 4.5 27.9 
スロバキア 5,619 6,146 5.2 9.4 4,650 6,935 5.9 49.2 
オーストリア 4,559 5,404 4.5 18.5 5,771 7,180 6.1 24.4 

非ユーロ園 19,052 22,293 18.7 17.0 15,999 19,483 16.6 21.8 
ルーマニア 5,453 6,289 5.3 15.3 2,563 3,316 2.8 29.4 
ポーランド 4,327 5,118 4.3 18.3 5,769 6,715 5.7 16.4 
チェコ 4,198 4,893 4.1 16.5 5,007 5,755 4.9 14.9 

英国 3,242 3,727 3.1 15.0 1,485 1,129 1.0 △ 24.0
アジア大洋州 4,516 5,222 4.4 15.6 17,411 18,515 15.8 6.3 

中国 1,814 2,084 1.7 14.9 7,927 8,273 7.0 4.4 
日本 623 700 0.6 12.4 1,202 1,394 1.2 16.0 
ASEAN 607 669 0.6 10.1 2,654 2,597 2.2 △ 2.2
韓国 423 505 0.4 19.3 3,435 3,522 3.0 2.5 

米国 3,133 3,496 2.9 11.6 2,043 2,485 2.1 21.6 
ウクライナ 2,087 2,775 2.3 33.0 1,271 1,817 1.5 43.0 
セルビア 1,707 2,226 1.9 30.4 960 1,557 1.3 62.1 
ロシア 1,660 1,740 1.5 4.8 2,277 3,598 3.1 58.0 
合計（その他含む） 104,986 119,309 100.0 13.6 99,368 117,413 100.0 18.2 

〔注〕①EU 域外貿易は通関ベース、EU 域内貿易は各企業のインボイス報告などに基づく。
②   アジア大洋州は、ASEAN＋ 6 （日本、中国、韓国、オーストラリア、ニュージー

ランド、インド）に香港、台湾を加えた合計値。
〔出所〕ハンガリー中央統計局

■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。
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5.7％増、電気・電子部品（21.1％）が21.5％増と伸びた。EU域外では最大の輸出先である英国（3.1％）

が15.0％増、米国（2.9％）が11.6％増だった。アジア大洋州では中国（1.7％）が14.9％増だった。

輸入を品目別にみると、最大品目の電気・電子機器（構成比14.6％）が前年比15.8％増だった。石

油製品（3.7％）は油価の上昇の影響で53.6％増を記録した。また、鉄鋼（3.1％）の61.1％増、電力

（2.6％）の2.8倍、天然ガスおよび製造ガス（2.6％）の2.1倍も各々、輸入の大幅増に寄与した。

輸入を国・地域別にみると、全体の 7 割を占めるEU（構成比71.7％）が前年比20.1％増だった。首

位のドイツ（23.8％）は14.6％増となった。EU域外では、ドイツに続く輸入元である中国（7.0％）

が4.4％増にとどまった一方、ロシア（3.1％）は天然ガスなどエネルギー価格の上昇が大きく影響し、

58.0％増と大幅に伸長し、輸入増に寄与した。

■EV関連での投資が引き続き好調
ハンガリー国立銀行によると、2021年の対内直接投資（国際収支ベース、ネット、フロー）は前年

比6.9％減の41億5,820万ユーロだった。

業種別にみると、サービス業での落ち込みが激しく、小売・卸売・車両修繕で58.0％減、金融・保

険分野で75.2％減だった。製造業では、全体では10.6％減だったものの、電気機器では2.7倍の 8 億

8,630万ユーロ、電子・光学機器、コンピューターでは3.4倍の 8 億1,230万ユーロと大きく伸びた。

国・地域別にみると、アイルランドからの増加が顕著で、前年の8,310万ユーロから 8 億9,990万ユー

ロへ、10.8倍の大幅増を記録した。

外国からの投資誘致を所管するハンガリー投資促進庁（HIPA）の発表では、2021年に行われた対
表 3　ハンガリーの業種別対内・対外直接投資

＜国際収支ベース、ネット、フロー＞
（単位：100万ユーロ、％）

対内直接投資 対外直接投資
2020年 2021年 2020年 2021年
金額 金額 伸び率 金額 金額 伸び率

製造業 2,645.3 2,363.9 △ 10.6 △ 318.2 51.0 －
電気機器 324.3 886.3 173.3 C 0.9 －
電子・光学機器、コンピューター 235.6 812.3 244.7 △ 148.8 92.0 －
機械 △ 71.3 247.3 － C 0.6 －
化学・化学製品 606.6 242.8 △ 60.0 23.3 32.4 39.3
自動車・輸送用機器 270.2 141.8 △ 47.5 5.9 17.9 201.8
食品・飲料・たばこ 152.6 138.4 △ 9.3 19.0 121.5 540.7
医薬品 235.5 127.1 △ 46.0 △ 168.6 87.9 －
木材・製紙 △ 0.3 73.7 － 3.6 △ 16.6 －
コークス・石油 △ 25.3 △ 17.6 － △ 103.5 △ 253.4 －
繊維・衣料品・皮革製品 11.9 △ 28.2 － 3.2 3.1 △ 3.9
基礎金属・金属加工製品 64.9 △ 50.2 － 24.7 0.4 △ 98.3
その他の非金属鉱物製品 68.9 △ 71.7 － 1.9 △ 9.6 －
ゴム・プラスチック 401.9 △ 94.2 － 20.9 △ 10.2 －

サービス業 1,972.0 1,042.6 △ 47.1 2,127.7 1,595.3 △ 25.0
小売・卸売・車両修繕 908.6 381.8 △ 58.0 44.6 △ 50.7 －
運輸・倉庫 △ 69.5 205.1 － 2.4 21.1 774.0
金融・保険 687.6 170.4 △ 75.2 1,133.1 1,287.1 13.6
不動産 △ 56.1 130.2 － 230.6 124.1 △ 46.2
宿泊・飲食 △ 134.0 104.7 － 7.7 5.9 △ 23.2
情報通信 238.5 △ 396.2 － 18.9 △ 45.7 －
専門・科学・技術 500.1 △ 469.0 － 806.6 172.4 △ 78.6

建設 △ 32.3 253.5 － 49.4 39.9 △ 19.2
不動産取引 222.5 246.3 10.7 △ 44.8 275.9 －
電気・ガス・冷暖房供給 △ 348.0 227.2 － △ 5.2 15.0 －
農業、狩猟、林業 25.2 18.8 △ 25.1 △ 2.4 △ 3.8 －
上水道、下水道、廃棄物管理 2.5 △ 1.0 － 2.4 2.1 △ 13.4
鉱業、採石 △ 22.0 △ 2.3 － 810.3 △ 301.4 －
合計（その他含む） 4,465.3 4,158.2 △ 6.9 2,154.3 1,583.7 △ 26.5

〔注〕「－」は負の値に関わる伸び率。「C」は該当企業が 3  社未満のための非公表。
〔出所〕 ハンガリー国立銀行

表 4　ハンガリーの国・地域別対内・対外直接投資
＜国際収支ベース、ネット、フロー＞

（単位：100万ユーロ、％）
対内直接投資 対外直接投資

2020年 2021年 2020年 2021年
金額 金額 伸び率 金額 金額 伸び率

EU 1,851.3 1,271.7 △ 31.3 2,507.2 △ 261.0 －
ユーロ圏 2,104.7 1,184.5 △ 43.7 1,567.8 △ 606.0 －

アイルランド 83.1 899.9 982.4 2.6 179.1 6834.7
オランダ 623.6 588.0 △ 5.7 1,199.4 163.1 △ 86.4
ルクセンブルク 844.6 391.6 △ 53.6 831.9 △ 1,367.2 －
オーストリア 816.7 279.1 △ 65.8 △ 28.8 △ 12.6 －
イタリア △ 395.4 231.1 － 59.0 156.7 165.4
マルタ △ 22.3 54.3 － 46.6 △ 14.3 －
ポルトガル △ 3.5 11.0 － C 0.9 －
スペイン △ 69.7 2.4 － △ 6.8 81.2 －

非ユーロ圏 △ 253.4 87.2 － 939.4 345.0 △ 63.3
ポーランド △ 343.2 101.8 － 46.3 77.2 66.9
デンマーク 208.6 83.7 △ 59.9 C 0.1 －
チェコ △ 317.7 71.4 － 690.3 4.4 △ 99.4

英国 612.9 369.5 △ 39.7 △ 195.3 △ 47.9 －
スイス 895.3 174.1 △ 80.6 △ 796.8 1,314.3 －
ロシア △ 55.8 131.2 － △ 20.9 83.3 －
カナダ △ 104.7 27.2 － 0.8 1.7 104.5
米国 23.8 8.7 △ 63.4 174.1 183.6 5.5
韓国 806.8 856.0 6.1 △ 1.7 0.9 －
シンガポール 73.0 307.7 321.7 29.6 △ 14.0 －
香港 269.7 187.7 △ 30.4 △ 4.6 △ 16.2 －
日本 200.7 148.4 △ 26.1 0.5 3.9 718.6
中国 60.9 81.2 33.3 4.1 3.8 △ 7.9
合計（その他含む） 4,465.3 4,158.2 △ 6.9 2,154.3 1,583.7 △ 26.5

〔注〕「－」は負の値に関わる伸び率。「C」は該当企業が 3  社未満のための非公表。
〔出所〕ハンガリー国立銀行

イント縮小し5.8％）したことや、自動車販売の不振が押し下げ要因となり、前年比8.0％増と、伸び
が前年から1.0ポイント縮小した。
　インターネット小売額は16.5％増と2桁の伸びとなったものの、前年の23.9％増からは大きく減速した。
　工業生産増加額（付加価値ベース、年間売上高2,000万元以上の企業が対象）は前年比5.7％増で伸
びが前年から0.5ポイント縮小した。主要産品の工業生産量をみると、鋼材（9.8％増）、集積回路（7.2％
増）などが好調だった一方、自動車（8.0％減）などが減少した。
　雇用面をみると、都市部新規就業者数は1,352万人増（目標1,100万人以上増）、都市部登録失業率は
3.6％（目標4.5％以内）と、ともに目標を達成した。

■2020年の経済運営は雇用の安定を重視
　中国政府は新型コロナウイルス感染症と経済・貿易の不確実性が非常に高いことなどから、2020年
の経済成長率目標を設定しなかった。また、前年に続き、消費（社会消費品小売総額）、投資（全社
会固定資産投資額）の数値目標も設定しなかった。
　重点活動任務の筆頭には、「企業の安定化と雇用の保障に努める」との内容が設定され、不確実性
が高い環境の下、経済成長率よりも雇用の安定や質の高い発展を重視する姿勢がいっそう鮮明となっ
た。ちなみに、2020年第1四半期の経済成長率は新型コロナの影響を受け前年同期比6.8％減と大きく
減少したが、第2四半期は3.2％増とプラス成長を回復した。

■2020年に入りASEANが最大の貿易相手に
　2019年の中国の貿易総額は前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと、2016年以来3年ぶりに減少に転じた。
うち、輸出は0.5％増の2兆4,990億ドル、輸入は2.7％減の2兆771億ドルで、貿易収支は4,219億ドルの
黒字となった。
　貿易総額を国・地域別にみると、上位5カ国・地域は①EU28が7,053億ドル（前年比3.4％増）、②
ASEANが6,415億ドル（9.2％増）、③米国が5,414億ドル（14.5％減）、④日本が3,150億ドル（3.9％減）、
⑤香港が2,880億ドル（7.2％減）となり、米国、日本、香港が減少した一方、EU28、ASEANは増加
した。
　品目別にみると、輸出は機械・輸送設備が前年比1.0％減の1兆1,955億ドルとなり、全体に占める構
成比は47.8％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、その他電気部品は7.9％増の3,568億ドル、
電気通信、音声録音・再生設備は6.1％減の3,059億ドルとなった。輸入は、機械・輸送設備が6.3％減
の7,865億ドルとなり、輸入全体に占める構成比は37.9％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、
その他電気部品は3.6％減の4,273億ドルとなった。
　2020年上半期の貿易総額は、前年同期比6.3％減の2兆297億ドルとなった。うち、輸出は6.2％減の1
兆987億ドル、輸入は6.4％減の9,309億ドルとともに減少し、貿易収支は1,678億ドルの黒字（前年同
期比4.9％減）となった。主要国・地域との貿易をみると、上位5カ国・地域は①ASEAN2,979億ドル（2.2％
増）、②EU27が2,842億ドル（4.9％減）、③米国が2,340億ドル（9.7％減）、④日本が1,471億ドル（2.9％
減）、⑤韓国が1,316億ドル（5.8％減）と、ASEANが中国にとって最大の貿易相手となった。
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■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
　投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
　消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。

世界貿易投資動向シリーズ

中　国
2020年12月7日

海外調査部・北京事務所
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2022 （【国名】）

イント縮小し5.8％）したことや、自動車販売の不振が押し下げ要因となり、前年比8.0％増と、伸び
が前年から1.0ポイント縮小した。
　インターネット小売額は16.5％増と2桁の伸びとなったものの、前年の23.9％増からは大きく減速した。
　工業生産増加額（付加価値ベース、年間売上高2,000万元以上の企業が対象）は前年比5.7％増で伸
びが前年から0.5ポイント縮小した。主要産品の工業生産量をみると、鋼材（9.8％増）、集積回路（7.2％
増）などが好調だった一方、自動車（8.0％減）などが減少した。
　雇用面をみると、都市部新規就業者数は1,352万人増（目標1,100万人以上増）、都市部登録失業率は
3.6％（目標4.5％以内）と、ともに目標を達成した。

■2020年の経済運営は雇用の安定を重視
　中国政府は新型コロナウイルス感染症と経済・貿易の不確実性が非常に高いことなどから、2020年
の経済成長率目標を設定しなかった。また、前年に続き、消費（社会消費品小売総額）、投資（全社
会固定資産投資額）の数値目標も設定しなかった。
　重点活動任務の筆頭には、「企業の安定化と雇用の保障に努める」との内容が設定され、不確実性
が高い環境の下、経済成長率よりも雇用の安定や質の高い発展を重視する姿勢がいっそう鮮明となっ
た。ちなみに、2020年第1四半期の経済成長率は新型コロナの影響を受け前年同期比6.8％減と大きく
減少したが、第2四半期は3.2％増とプラス成長を回復した。

■2020年に入りASEANが最大の貿易相手に
　2019年の中国の貿易総額は前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと、2016年以来3年ぶりに減少に転じた。
うち、輸出は0.5％増の2兆4,990億ドル、輸入は2.7％減の2兆771億ドルで、貿易収支は4,219億ドルの
黒字となった。
　貿易総額を国・地域別にみると、上位5カ国・地域は①EU28が7,053億ドル（前年比3.4％増）、②
ASEANが6,415億ドル（9.2％増）、③米国が5,414億ドル（14.5％減）、④日本が3,150億ドル（3.9％減）、
⑤香港が2,880億ドル（7.2％減）となり、米国、日本、香港が減少した一方、EU28、ASEANは増加
した。
　品目別にみると、輸出は機械・輸送設備が前年比1.0％減の1兆1,955億ドルとなり、全体に占める構
成比は47.8％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、その他電気部品は7.9％増の3,568億ドル、
電気通信、音声録音・再生設備は6.1％減の3,059億ドルとなった。輸入は、機械・輸送設備が6.3％減
の7,865億ドルとなり、輸入全体に占める構成比は37.9％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、
その他電気部品は3.6％減の4,273億ドルとなった。
　2020年上半期の貿易総額は、前年同期比6.3％減の2兆297億ドルとなった。うち、輸出は6.2％減の1
兆987億ドル、輸入は6.4％減の9,309億ドルとともに減少し、貿易収支は1,678億ドルの黒字（前年同
期比4.9％減）となった。主要国・地域との貿易をみると、上位5カ国・地域は①ASEAN2,979億ドル（2.2％
増）、②EU27が2,842億ドル（4.9％減）、③米国が2,340億ドル（9.7％減）、④日本が1,471億ドル（2.9％
減）、⑤韓国が1,316億ドル（5.8％減）と、ASEANが中国にとって最大の貿易相手となった。
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（ハンガリー）



内直接投資案件は422件で、総額で過去最高の約59億ユーロに上った。近年はアジアからの、電気自

動車（EV）関連での投資が外国投資をリードしている。HIPAによると、2021年は案件ベースでの

アジア諸国からの投資比率は金額ベースで60％に達し、韓国が最大の投資国だった。SKイノベー

ション（SKオン）は2021年 1 月に 3 兆3,100億ウォンを投資しハンガリー国内で同社 3 番目となる

EV用バッテリー工場の建設を同年末に開始することを発表した。エコプロBMも同年12月に 7 億

2,800万ユーロを投資しEV用バッテリーの正極材工場を建設することを発表した。

2021年の対外直接投資（国際収支ベース、ネット、フロー）は、前年比26.5％減の15億8,370万ユー

表 ５ ハンガリーの主な対内直接投資案件（2021年 1月～2022年 8月）
＜M&A以外＞

業種 企業名 国籍 時期 投資額 概要

自動車
SKイノベーション（SK
オン）

韓国
2021年 1 月
2022年 8 月

3 兆3,100億ウォン
2021年 1 月、首都ブダペスト南方のイバンチャにハンガリーでは同社 3 番目となるEV用バッテリー
工場の建設を2021年末に開始し、年間でEV43万台分に相当する30ギガワット時のバッテリーを生産
予定だと発表。2022年 8 月には、投資総額および2024年から生産開始予定である旨を発表。

金属 エコプロBM 韓国 2021年12月 7 億2,800万ユーロ
東部デブレツェンに同社として国外初となるEV用バッテリーの正極材工場を建設すると発表。年間
でＥＶ用バッテリー135万個分に相当する10万8,000トンを生産し、631人を雇用する予定。

ガラス シセカム トルコ 2021年 6 月 2 億2,000万ユーロ
西部カポシュバールに同社として欧州初となるガラス容器・瓶工場を建設すると発表。2023年に稼働
開始し、2025年にフル稼働、年間33万トンのガラス容器・瓶の生産を予定。

玩具 レゴ デンマーク 2021年 6 月 約 1 億4,800万ユーロ
北東部ニーレジュハーザ工場を 7 万平方メートル強拡張すると発表。拡張部分は2023年中に稼働開始
予定。生産設備や倉庫も増強する。250人を新規雇用予定。

自動車部品 ボッシュ ドイツ 2021年 7 月 1 億4,800万ユーロ超
北西部マクラール工場を拡張すると発表。工期は2023年末まで。注力する電動パワーステアリングシ
ステム（EPS）の生産開始やその他の生産設備の増強と刷新、また同社の全世界のステアリング部門
の業務をサポートするシェアードサービスセンター（SSC）開設を予定。180人を新規雇用予定。

＜M&A＞
被買収企業（事業） 買収企業

時期 投資額 概要
業種 企業名 企業名 国籍

金融
エイゴン・
ハンガリー

ウイーン・
インシュア
ランス・
グ ル ー プ

（VIG）

オーストリア
2020年11月
2022年 3 月

8 億3,000万 ユ ー ロ
（ハンガリー事業を含
む全事業についての

買収額）

VIGとオランダの保険会社エイゴンは2020年11月、VIGがエイゴンの中・東欧（ハンガリー、ポーラ
ンド、ルーマニア）とトルコの事業を買収することに合意したと発表。ハンガリー事業の買収は2022
年 3 月に完了した。VIGは当該買収により、VIG傘下のUNIONと合わせて、ハンガリーの保険市場
で19％以上のシェアを持つトップ企業となった。

ＩＴ i データ ノルビット ノルウェー 2021年 7 月 1,450万ユーロ

高度道路交通システム（ITS）サービスや研究開発・生産支援サービスなどを提供するノルビットは
2021年 7 月、GPS車両トラッキングや車両管理を行うi データの買収を完了。ノルビットは11月、同
社ＩＴＳ部門をコネクティビティ部門と名称変更するとともに、事業内容を車両以外のコネクティビ
ティにも拡大した。

〔出所〕 各社発表および報道などから作成

表 6　ハンガリーの主な対外直接投資案件（2021年 4 月～2022年 7月）
＜M&A以外＞

業種 企業名 投資先国 時期 投資額 概要

IT KÖRグループ ドイツ 2021年10月 非公表
技術コンサルティングを提供するKÖRグループはデュッセルドルフに子会社を設立したと発
表。2021年秋からドイツ、オーストリア、スイス向けにサービスを提供し、石油・石油化学・
製薬などの業界を開拓するとした。

IT ドースム ポーランド 2021年 7 月 非公表
投資分野のソフトウエアやソリューションを提供するドースムはワルシャワに子会社を設立し
たと発表。中・東欧の経済を牽引し、多くのブライベートバンキングを有するポーランドでの
事業拡大を目指す。

IT セオン 米国 2021年 4 月 非公表
不正対策サービスを提供するセオンはテキサス州に拠点を開設したと発表。拠点開設以前より
同社利益の約10％が米国企業からのものであり、拠点開設により、北米市場でのサービス改善
や事業拡大を目指す。

建築資材 マスタープラスト イタリア 2022年 4 月 450万ユーロ
イタリア市場の拡大を見込み、ボローニャ近郊にポリスチレン断熱材の工場を建設予定と発表。
2023年前半に稼働開始予定。

電気電子 ビデオトン ブルガリア 2022年 1 月 240万ユーロ
電子機器の受託生産サービス（EMS）を提供するビデオトンは、スタラ・ザゴラ工場を拡張す
ると発表。工場面積を倍増させ、生産設備も刷新する。投資金額のうち半分はハンガリー政府
が支援する。

＜M&A＞
買収企業 被買収企業（事業）

時期 投資額 概要
企業名 業種 企業名 国籍

MOL エネルギー OMVスロベニア スロベニア 2021年 6 月 3 億100万ユーロ
MOLはＯＭＶスロベニアの株式 92.25%の取得に合意したことを発表。OMVスロベニアはオー
ストリアの同業であるＯＭＶの子会社でガソリンスタンドを経営。ＭＯＬは買収によりスロベ
ニアでの販売強化を目指す。

OTP銀行 金融 アルファ銀行 アルバニア 2022年 7 月 5,500万ユーロ
OTP銀行はアルファ銀行の株式100％の取得を完了した。アルファ銀行はアルバニアで 8 番目
の規模の銀行で、ギリシャのアルファ銀行の完全子会社だった。

4 iG テレコム
テレノール・モ
ンテネグロ（当
時、現ONE）

モンテネグロ 2021年12月 非公表
4 iGはテレノール・モンテネグロの株式100％の取得を完了した。テレノール・モンテネグロ
はオランダのPPFテレコム・グループの完全子会社だった。2022年 3 月末にテレノール・モン
テネグロは社名をONEに変更し、ブランドイメージを一新した。

〔出所〕 各社発表および報道などから作成

■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
　投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
　消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。
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ロだった。

■対日貿易は輸出入ともに回復
2021年の対日輸出は前年比12.4％増の 7 億ユーロ、対日輸入は16.0％増の13億9,400万ユーロとなった。

輸出は、最大品目の道路走行車両（構成比31.9％）が6.7％減となったものの、事務用機器・コンピュー

ター（10.5％）の63.2％増、通

信・録音機器（7.3％）の2.6倍、

非金属鉱物製品（4.0％）の3.4

倍などが、各々輸出増に寄与

した。輸入は電気・電子機器

（22.6％）の18.2％増、一般機

械（11.9％）の33.6％増、化学

材料・製品、その他（3.4％）

の2.5倍が牽引した。

2021年の日本からの投資受入額は、前年比26.1％減の 1 億4,840万ユーロだった。主な投資案件とし

ては、セーレンが2021年 4 月に新会社を設立し、自動車用合成皮革シート材の生産工場の建設に約55

億円を投じ、2022年12月の量産開始予定を発表した。また、東レが2021年10月に、リチウムイオン二

次電池用のセパレーターフィルムを製造するハンガリー子会社において、韓国のLG Chem（LG化学）

から430億円の出資を受け入れ合弁会社化することを発表、2022年 6 月に合弁会社設立の手続きが完

了した。今後の需要拡大に対応するため、フィルム基材生産設備の増設とコーティング設備の新設を

進めていくとしている。

表 7　ハンガリーの対日主要品目別輸出入＜通関ベース＞
（単位：100万ユーロ、％）

輸出（FOB） 輸入（CIF）
2020年 2021年 2020年 2021年
金額 金額 構成比 伸び率 金額 金額 構成比 伸び率

道路走行車両 240 223 31.9 △ 6.7 電気・電子機器 267 316 22.6 18.2
事務用機器・コンピューター 45 74 10.5 63.2 道路走行車両 291 291 20.9 0.0
医薬品 66 58 8.2 △ 12.8 発電機器 186 207 14.8 11.1
通信・録音機器 20 51 7.3 156.3 一般機械 125 166 11.9 33.6
有機化学品 50 41 5.8 △ 19.6 通信・録音機器 48 54 3.9 12.4
一般機械 17 35 5.0 101.1 化学材料・製品、その他 19 47 3.4 151.3
電気・電子機器 27 30 4.3 11.2 非金属鉱物製品 39 44 3.1 11.5
科学・制御機器 28 30 4.2 3.9 金属製品 27 33 2.4 24.2
非金属鉱物製品 8 28 4.0 239.3 科学・制御機器 24 26 1.8 5.5
特殊産業用機械 12 18 2.6 52.2 特殊産業用機械 34 24 1.7 △ 30.7
合計（その他含む） 623 700 100.0 12.4 合計（その他含む） 1,202 1,394 100.0 16.0

〔出所〕ハンガリー中央統計局

主要経済指標
①人口：973万人（2021年） 2019年 2020年 2021年
②面積：9万3,026km2 ④実質GDP成長率（％） 4.6 △4.5 7.1
③１人当たりGDP：1万8,968米ドル
　（2021年、推計値）

⑤消費者物価上昇率（％） 3.4 3.3 5.1
⑥失業率（％） 3.3 4.1 4.1 
⑦貿易収支（100万ユーロ） △ 3,687 △ 1,334 △ 4,562
⑧経常収支（100万ユーロ） △ 1,148 △ 1,561 △ 6,426
⑨   外貨準備高（グロス） 
（100万米ドル） 30,288 39,434 37,954

⑩  対外債務残高（グロス） 
（100万ユーロ） 76,848 81,926 93,593

⑪為替レート（ １ 米ドルにつき、
フォリント、期中平均） 290.66 308.00 303.14

〔注〕 ⑦財のみ     
〔出所〕 ①②④～⑥：ハンガリー中央統計局、③⑨⑪：IMF、⑦⑧⑩：ハンガリー国立銀行    

（お問い合わせ先）

海外調査部　欧州ロシアCIS課　

ORD@jetro.go.jp

イント縮小し5.8％）したことや、自動車販売の不振が押し下げ要因となり、前年比8.0％増と、伸び
が前年から1.0ポイント縮小した。
　インターネット小売額は16.5％増と2桁の伸びとなったものの、前年の23.9％増からは大きく減速した。
　工業生産増加額（付加価値ベース、年間売上高2,000万元以上の企業が対象）は前年比5.7％増で伸
びが前年から0.5ポイント縮小した。主要産品の工業生産量をみると、鋼材（9.8％増）、集積回路（7.2％
増）などが好調だった一方、自動車（8.0％減）などが減少した。
　雇用面をみると、都市部新規就業者数は1,352万人増（目標1,100万人以上増）、都市部登録失業率は
3.6％（目標4.5％以内）と、ともに目標を達成した。

■2020年の経済運営は雇用の安定を重視
　中国政府は新型コロナウイルス感染症と経済・貿易の不確実性が非常に高いことなどから、2020年
の経済成長率目標を設定しなかった。また、前年に続き、消費（社会消費品小売総額）、投資（全社
会固定資産投資額）の数値目標も設定しなかった。
　重点活動任務の筆頭には、「企業の安定化と雇用の保障に努める」との内容が設定され、不確実性
が高い環境の下、経済成長率よりも雇用の安定や質の高い発展を重視する姿勢がいっそう鮮明となっ
た。ちなみに、2020年第1四半期の経済成長率は新型コロナの影響を受け前年同期比6.8％減と大きく
減少したが、第2四半期は3.2％増とプラス成長を回復した。

■2020年に入りASEANが最大の貿易相手に
　2019年の中国の貿易総額は前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと、2016年以来3年ぶりに減少に転じた。
うち、輸出は0.5％増の2兆4,990億ドル、輸入は2.7％減の2兆771億ドルで、貿易収支は4,219億ドルの
黒字となった。
　貿易総額を国・地域別にみると、上位5カ国・地域は①EU28が7,053億ドル（前年比3.4％増）、②
ASEANが6,415億ドル（9.2％増）、③米国が5,414億ドル（14.5％減）、④日本が3,150億ドル（3.9％減）、
⑤香港が2,880億ドル（7.2％減）となり、米国、日本、香港が減少した一方、EU28、ASEANは増加
した。
　品目別にみると、輸出は機械・輸送設備が前年比1.0％減の1兆1,955億ドルとなり、全体に占める構
成比は47.8％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、その他電気部品は7.9％増の3,568億ドル、
電気通信、音声録音・再生設備は6.1％減の3,059億ドルとなった。輸入は、機械・輸送設備が6.3％減
の7,865億ドルとなり、輸入全体に占める構成比は37.9％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、
その他電気部品は3.6％減の4,273億ドルとなった。
　2020年上半期の貿易総額は、前年同期比6.3％減の2兆297億ドルとなった。うち、輸出は6.2％減の1
兆987億ドル、輸入は6.4％減の9,309億ドルとともに減少し、貿易収支は1,678億ドルの黒字（前年同
期比4.9％減）となった。主要国・地域との貿易をみると、上位5カ国・地域は①ASEAN2,979億ドル（2.2％
増）、②EU27が2,842億ドル（4.9％減）、③米国が2,340億ドル（9.7％減）、④日本が1,471億ドル（2.9％
減）、⑤韓国が1,316億ドル（5.8％減）と、ASEANが中国にとって最大の貿易相手となった。
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■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
　投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
　消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。

世界貿易投資動向シリーズ

中　国
2020年12月7日

海外調査部・北京事務所
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イント縮小し5.8％）したことや、自動車販売の不振が押し下げ要因となり、前年比8.0％増と、伸び
が前年から1.0ポイント縮小した。
　インターネット小売額は16.5％増と2桁の伸びとなったものの、前年の23.9％増からは大きく減速した。
　工業生産増加額（付加価値ベース、年間売上高2,000万元以上の企業が対象）は前年比5.7％増で伸
びが前年から0.5ポイント縮小した。主要産品の工業生産量をみると、鋼材（9.8％増）、集積回路（7.2％
増）などが好調だった一方、自動車（8.0％減）などが減少した。
　雇用面をみると、都市部新規就業者数は1,352万人増（目標1,100万人以上増）、都市部登録失業率は
3.6％（目標4.5％以内）と、ともに目標を達成した。

■2020年の経済運営は雇用の安定を重視
　中国政府は新型コロナウイルス感染症と経済・貿易の不確実性が非常に高いことなどから、2020年
の経済成長率目標を設定しなかった。また、前年に続き、消費（社会消費品小売総額）、投資（全社
会固定資産投資額）の数値目標も設定しなかった。
　重点活動任務の筆頭には、「企業の安定化と雇用の保障に努める」との内容が設定され、不確実性
が高い環境の下、経済成長率よりも雇用の安定や質の高い発展を重視する姿勢がいっそう鮮明となっ
た。ちなみに、2020年第1四半期の経済成長率は新型コロナの影響を受け前年同期比6.8％減と大きく
減少したが、第2四半期は3.2％増とプラス成長を回復した。

■2020年に入りASEANが最大の貿易相手に
　2019年の中国の貿易総額は前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと、2016年以来3年ぶりに減少に転じた。
うち、輸出は0.5％増の2兆4,990億ドル、輸入は2.7％減の2兆771億ドルで、貿易収支は4,219億ドルの
黒字となった。
　貿易総額を国・地域別にみると、上位5カ国・地域は①EU28が7,053億ドル（前年比3.4％増）、②
ASEANが6,415億ドル（9.2％増）、③米国が5,414億ドル（14.5％減）、④日本が3,150億ドル（3.9％減）、
⑤香港が2,880億ドル（7.2％減）となり、米国、日本、香港が減少した一方、EU28、ASEANは増加
した。
　品目別にみると、輸出は機械・輸送設備が前年比1.0％減の1兆1,955億ドルとなり、全体に占める構
成比は47.8％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、その他電気部品は7.9％増の3,568億ドル、
電気通信、音声録音・再生設備は6.1％減の3,059億ドルとなった。輸入は、機械・輸送設備が6.3％減
の7,865億ドルとなり、輸入全体に占める構成比は37.9％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、
その他電気部品は3.6％減の4,273億ドルとなった。
　2020年上半期の貿易総額は、前年同期比6.3％減の2兆297億ドルとなった。うち、輸出は6.2％減の1
兆987億ドル、輸入は6.4％減の9,309億ドルとともに減少し、貿易収支は1,678億ドルの黒字（前年同
期比4.9％減）となった。主要国・地域との貿易をみると、上位5カ国・地域は①ASEAN2,979億ドル（2.2％
増）、②EU27が2,842億ドル（4.9％減）、③米国が2,340億ドル（9.7％減）、④日本が1,471億ドル（2.9％
減）、⑤韓国が1,316億ドル（5.8％減）と、ASEANが中国にとって最大の貿易相手となった。
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